※別添パワーポイントと併せて提出が必要です


参考様式
令和７年度　みんなが安心して住まいを提供できる環境整備モデル事業＜多主体連携型＞

成果報告書
	法人名
	

	法人区分
	

	都道府県
	

	事業期間
	令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日



	法人概要　

	





















※対象とする入居者の属性（低額所得者／高齢者／障害者／子どもを養育している者／その他：自由記載）も記載してください



	事業概要

	【A.検討事業： 実施 / 実施なし 】








【B.試行事業（居住サポート事業）： 実施 / 実施なし】









【C普及・広報事業： 実施 / 実施なし】









※【A検討事業】は、安否確認・見守り方法等の具体的な検討内容やつなぐ先との関係性構築に向けて実施した取組みなどの実施内容や今後に向けた課題がわかるように記載してください。
※【B試行事業】は、安否確認、見守り、福祉サービスへつなぐ取組等の具体的な試行内容や試行時の要配慮者の反応などの実施内容や今後に向けた課題がわかるように記載してください。
※【C普及・広報事業】は、作成したマニュアルの概要や要配慮者・居住支援団体等に対して周知した事項など、実地内容がわかるように記載するとともに、作成したマニュアルやリーフレット等の成果物を添付してください。

	１．検討・普及・広報の実施内容と参加者等（A.検討事業、C普及・広報事業）

	実施事業
	実施日
	内容
	参加者等

	A
	〇/〇
	物件の選定について打合せ
	職員○名

	A
	〇/〇
	安否確認・見守り方法の検討
	職員○名

	A
	〇/〇
	つなぐ先との関係性の構築のための委員会
	参加者○名（内訳：〇〇、〇〇、〇〇）

	C
	○/○
	実施に関する普及方法検討会
	参加者○名（内訳：〇〇、〇〇、〇〇）

	C
	○/○
	事業成果報告会
	参加者○名（内訳：〇〇、〇〇、〇〇）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	






	２．収支計画（B.試行事業（居住サポート事業））
※B.試行事業（居住サポート事業）を実施しない法人についても、A検討事業等を踏まえ、収支計画を記載ください（想定される収支計画／実績）。

	１）B.試行事業（居住サポート事業）の運営に関する１か月あたりの収入・支出項目及び金額（実績）

	
	

	収入項目
	金額
	支出項目
	金額

	（記入例）
１　家賃収入
（〇円／月×〇戸）
２　安否確認に関する収入
（〇円／月×〇件）
３　見守りに関する収入
（〇円／月×〇件）
４　福祉サービスへのつなぎに関する収入
（〇円／月×〇件）
５その他支援収入（支援内容：〇〇）
（〇円／月×〇件）
６・・・
７・・・
８・・・


	
	（記入例）
１　家賃支払
（〇円／月×〇戸）
２　人件費・賃金
（〇名、実働〇時間／日×○日）
３　旅費（〇円×〇回）
４　保険料金
５　リース料金
６　福祉サービス連携に関する費用（○円×○回）
７・・・
８・・・
９・・・

	

	合計
	・・・
	合計
	・・・


注１）上記の項目は例示です。各団体の居住サポート事業の状況に応じて項目を追加・削除・修正し、居住サポート事業の運営に係る収入・支出項目をすべて記載してください。
注２）金額は、当該事業を実施した実績のうち１か月分として記載してください。また、不動産事業や福祉事業等の別の業務とともに実施している場合は、居住サポート事業を運営するにあたって追加的に発生している収入・支出（かかり増し費用）のみを記載ください。
注３）収入項目の合計と支出項目の合計金額は一致させる必要はありません。
注４）上記の居住サポート事業に係る収支の資料とは別に、法人としての収支が確認できる資料（様式任意）を添付してください（例：令和７年度〇〇法人収支決算書等）。



	２）居住サポート事業における主な収支の概況
（例）
1 マスターリース・サブリース等の概況（法人が自ら物件を所有し、賃貸している場合も含む）
・サブリース等住戸数（実施予定を含む）　○戸
・サブリース等家賃収入（１住戸平均）　○円／月
・サブリース等その他費用収入（共益費等）（１住戸平均）
・マスターリース家賃収入（１住戸平均）　○円／月
・マスターリースその他費用収入（共益費等）（1住戸平均）○円／月
・物件選定の条件やサブリース家賃の設定に係る方針・考え方（自由記述）

2 法人の他事業と併せて実施する場合の概況
・同一法人内で実施する他事業の名称：〇〇
・同一法人内で実施する他事業と併せて実施する目的・効果

3 サポート費用（入居者負担）の概要
・安否確認サービス収入（入居者負担額）　○円／月（１住戸平均）
・見守りサービス収入（入居者負担額）　　○円／月（１住戸平均）
・福祉サービスへのつなぎサービス収入（入居者負担額）　　○円／月（１住戸平均）
・その他サービス（生活支援／就労支援／その他：自由記述）に関する費用　○円／月

３）居住サポート事業を運営するにあたって活用している（活用予定を含む）国や地方公共団体の事業や補助金等の内容
（例）
交付元：〇〇
補助金名：〇〇
金額：
要件の概要：

４）中長期的・継続的な居住サポート事業のモデル構築に向けた検討状況
（自由記載：来年度予定している事項があれば、その予定も記載してください。）







	３．居住サポート（安否確認・見守り・福祉サービスへつなぐ取組）の体制・方法・頻度・価格

	（例）
・安否確認
　－頻度　（１日に１回／１日に２回／その他）
　－方法　（ICT機器／訪問／SNS／その他）
　－体制　常勤○人、非常勤○人、その他
　－価格（入居者負担額（機材導入費、アプリ使用料等））　○円～○円
　－価格（事業者負担額（機材導入費、人件費等））　○円～○円
　－異常検知時の対応体制・方法（自由記述）
・見守り
　－頻度　（１ヶ月に１回／その他）
　－方法　（訪問／オンライン／その他）
　－体制　常勤○人、非常勤○人、その他
　－価格（入居者負担額）　○円～○円
　－価格（事業者負担額（交通費、人件費等））　○円～○円
・福祉サービスへつなぐ取組
　－対応フロー
－属性ごとのつなぎ先（公的機関／民間機関ごとに）（自由記述）
・上記の他、関連するサポート内容（自由記述）














※安否確認は、原則として毎日実施する必要があります（ＩＣＴ等を活用した安否確認も可）。
※見守りは、原則として月１回以上の頻度で実施する必要があります（オンラインによる方法も可）。


	４．契約内容（入居契約における居住サポートの提供の位置づけや他法人等との連携）

	１）他の法人や団体等と連携して居住サポートを提供している場合は、その連携・提供の概要と根拠（契約や文書等）
（例）
・安否確認について、A社と委託契約。緊急時の自宅訪問は自法人で実施。
・安否確認及び訪問について、B法人と委託契約。
・福祉サービスへのつなぎについて、C地方公共団体のD地域包括支援センターと連携（令和７年１月に打ち合わせ）

２）契約内容（条項等）
　１）及び２）に関する契約等の書面があれば、関係する部分（条項等）を抜き出して記載してください。










※上記に関する契約書類等について、添付可能な書類を添付してください。


	５．多主体連携の状況

	事業者間の連携について、当初提案に即して特に取り組んだ事項（実績）の概要を記載してください。当初提案にない発展的・副次的に取り組んだ事項もあれば併せて記載してください。
（例）
・各種空き室情報を一元的に紹介できる窓口を整備し、相談窓口を一本化することで連携先が重層的に機能する体制を構築した。
・居住支援関係者（自治体、不動産会社、～、～）○者へのヒアリングを実施し、得られた情報をパンフレットに集約。個別ケースに応じた相談窓口を関係者間でも綿密に共有した。






	６．事業者間の連携による成果・課題

	実施した多主体連携の取組に関して、その実施成果と今後の課題を記載してください。以下、端的に例を記載していますが可能な限り詳細に成果・課題を分析し記載してください。
（例）
・不動産事業者と連携し、～や～など事業者間の綿密な連携により相談・対応件数が○件増加。ただし居住サポートへ至らない案件も相当数あり、中長期での事業継続性（収支）の観点では～や～の改善を要する。
・地方公共団体や居住支援協議会との会議・意見交換会を開催し、当初提案(想定)した事業以外にも～や～といった事業連携を実施した。ただし～の事業に関しては、試行の中で期間・支援対象者を絞ったため、多様なサンプルが得られず限定的な効果の検証となった。











	
７．（本事業とは別の事業や補助金等を活用している場合）法人として、他に活用している国や地方公共団体の事業や補助金等の内容

	（例）
・活用の有無（あり／なし）
・活用している場合、その種類
国の補助金（居住支援協議会等活動支援事業）
国の補助金（住宅確保要配慮者専用賃貸住宅等改修事業）
国の補助金（人生100年時代を支える住まいを提供できる環境整備モデル事業）
国の補助金（その他：自由記述）
地方公共団体の補助金（自立相談支援事業（生活困窮者自立支援制度））
地方公共団体の補助金（地域居住支援事業（生活困窮者自立支援制度））
地方公共団体の補助金（被保護者地域居住支援事業（生活保護制度））
地方公共団体の補助金（高齢者の安心な住まいの確保に資する事業（介護保険法に基づく地域支援事業））
地方公共団体の補助金（住宅入居等支援事業（障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業））
地方公共団体の補助金（その他：自由記述）
・活用している場合、その金額



※２　３）の居住サポート事業を運営するにあたって活用している補助金等とは別に、居住サポート事業以外の業務の実施にあたって活用している補助金等をすべて記載してください。

	
８．成果（成果の全体像や成果物について記載）

	

















	
９．写真等

	











※６．の他、安否確認のためのＩＣＴやＩｏＴ、見守りのためのオンライン対応の様子など、事業実施の様子がわかる写真を添付してください（タイトル、日等も記載ください）。

	10．情報公開について

	※この成果報告書は、本モデル事業の応募要領５．７に基づき、事業に関する情報を広く公開する場合の基礎資料となります。個人情報や機微な経営情報等に該当するために公開の対象外としたい事項・項目等があれば、その旨を記載してください（自由記載）。
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